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出先機関
（８府省１５系統）

県

九州広域行政

機構（仮称）

県

出先機関（国）

出先機関
（国税局、防衛局 等）

○国の出先機関（現在、国で改革が検討さ

れている８府省１５系統）の事務・権限・人

員・財源等を、地方（広域機構＋県）で「丸

ごと」受け入れ

＊ハローワークなど各県で受け入れる方が効率的なもの

については各県で受け入れる。

＊電波の周波数の割当等、国に残すべきと整理するもの

もあり得る。

出先機関
（国税局、防衛局 等）

１ 「知事連合会議（仮称）」（執行機関）

３ その他

○機構設立についての民意醸成を前提に、国の立法措置として設置（「歯抜け」防止のため、区域、所掌事務等
について法定）。

○現行の出先機関の予算規模と同等の財源を、国から受入れることを想定。

○住民自治の強化に向けた直接請求制度等の導入、透明性を確保するための監査制度の充実・強化といった方

○委員長・委員には、九州各県の知事を充てる。

○委員長への権限集中を回避するために「合議制」の執行機関とする。

○各委員（知事）は各部門（現行の九州地方整備局 等）を分担管理する。

２ 「議会代表者会議（仮称）」（議事機関）

○条例の制定、予算決定、決算認定等を行う。

委員 委員 委員 委員 ・・・

整備局 法務局 運輸局 厚生局 ・・・

委員長 議長

議員 議員 議員 議員 ・・・

知事連合会議（仮称） 議会代表者会議（仮称）

○住民自治の強化に向けた直接請求制度等の導入、透明性を確保するための監査制度の充実・強化といった方
策も検討。

委員 委員 委員 委員 ・・・

整備局 法務局 運輸局 厚生局 ・・・

委員長 議長

議員 議員 議員 議員 ・・・

知事連合会議（仮称） 議会代表者会議（仮称）



１ 九州総合通信局

１－２ 沖縄総合通信事務所

２ 福岡法務局・地方法務局

３ 都道府県労働局

４ 九州地方整備局

５ 九州運輸局

６ 九州厚生局

７ 九州農政局

８ 九州森林管理局

９ 九州経済産業局

１０ 九州漁業調整事務所

１１ 中央労働委員会 九州地方事務所

１２ 九州地方環境事務所

１３ 沖縄総合事務局

（１４ 地方航空局） ※東京、大阪のみ

（１５ 北海道開発局）

１ 公正取引委員会 九州地方事務所
２ 九州管区警察局
３ 九州管区行政評価局
４ 福岡矯正管区
５ 九州地方更正保護委員会
６ 福岡入国管理局
７ 九州公安調査局
８ 福岡財務支局
９ 九州財務局
１０ 長崎税関
１１ 門司税関
１２ 福岡国税局
１３ 熊本国税局
１４ 福岡航空交通管制部
１５ 福岡管区気象台
１６ 長崎海洋気象台
１７ 海上保安庁第七管区
１８ 海上保安庁第十管区
１９ 九州防衛局
２０ 沖縄行政評価事務所
２１ 沖縄地区税関
２２ 沖縄国税事務所
２３ 那覇空港交通管制部
２４ 沖縄気象台
２５ 海上保安庁第十一管区
２６ 沖縄防衛局

○九州の「国の出先機関」

国の出先機関

８府省
１５系統

※仕分け対象

上記以外

※仕分け対象外


